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INFORMATION

2034年までの世界の農産物市場の見通しについて
－ OECD‑FAO Agricultural Outlook 2025‑2034 －

１．新興国が農産物消費の増加を支える
　2025年から2034年までの10年間で、世界の農産
物・水産物消費額（米ドルベース）は、現在の水
準から13％増加すると予測されており、増加する
消費のほぼすべてが中・低所得国で発生すると予
想されている。この増加は主に、これらの地域に
おける人口の増加、とくに裕福な都市人口の増加
によって促進されるであろう。これら国々では、
食料、飼料、バイオ燃料、その他の産業用途の間
で農産物や水産物を所得水準に応じて配分する
が、食料は依然として農産物消費の主な牽引力で
ある。
　低・中所得国における消費拡大の大部分を牽引
しているインドと東南アジア諸国は、過去10年間
の消費増加のうち32％を占めたのに対し、今後の
10年間は39％を占めると予想されている。この地
域の人口増加、所得増加、都市化により、主食と
動物性食品の両方の消費量の増加が促進され、そ
れによって食品と飼料の両方に対する農産物の需
要拡大が支えられると予想される。
　対照的に、過去10年間に世界の需要を拡大する
上で支配的な役割を果たした中国は、2034年まで
の追加的な消費増加の13％にとどまり、過去10年
間の32％から減少すると予測されている。この変
化は、人口減少、可処分所得の伸びの鈍化、食生
活パターンの安定化を反映している。
　低所得国、特にサハラ以南のアフリカでは、今
後10年間で世界の農産物消費量の14％を占めると
予測されている。同地域の可処分所得の増加はア
ジアに比べて緩やかであると予想されるが、急速
な人口増加により、特に主食作物の強い需要が生
まれるだろう。
　食料は依然として農産物の主な用途であるが、
中所得国では、動物由来の食品の需要増加により、
農産物の飼料仕向け量は食料仕向け量の約1.7倍
の速さで増加すると予測されている。対照的に、
低所得国では、農産物の飼料仕向け量は食料仕向

　現在、世界の農業生産現場では地域ごとの需給不均衡と不確実な国際貿易の影響を受け、農産物消費の見
通しが困難な状況が継続している。このような状況下で、経済協力開発機構（OECD）と国際連合食糧農業
機関（FAO）は2025年７月15日、2034年までの世界の農業情勢の見通しを公表した。これは、わが国
の今後の農業情勢を考える上で重要な情報である。そこで、今後の農産物消費の変化に伴う農業情勢に着目
して、その概要を紹介したい。

け量の1.1倍の速さでしか増加しないと予測され
ており、基本的な食事のニーズを満たし、食料安
全保障を確保するために主食への依存が続いてい
ることを浮き彫りにしている。

２．所得格差により継続する食料消費傾向の違い
　今後10年間の一人1日当たりの総カロリー消費
量（推定家庭廃棄物を差し引いた食品消費量とし
て測定）は、低位中所得国で最も大幅に増加する
と予測されており、次いで横ばいになると予想さ
れる高位中所得国が続く。低所得国では、可処分
所得がわずかに増加するため、中所得国と比較し
て食料消費は緩やかに増加するにすぎない。高所
得国の消費者では、飽和状態に達し、総カロリー
摂取量をわずかに増やすにとどまる。
　中期的には、所得が増加するにつれて、低・中
所得国の食生活は動物性食品の消費拡大にシフト
すると予測されている。対照的に、高所得国で
は、特に肉の消費に関して、現在のところ食生活
パターンの根本的な変化は観察されておらず、予
想もされていない。なお、認識が高まっているに
もかかわらず、植物由来の代替肉は依然として総
食料消費量のごく一部にすぎない。最近の肉消費
量の減少は、食習慣の持続的な嗜好性の変化では
なく、主に価格変動によって引き起こされている。
その結果、高所得国における消費行動の大きな変
化は短期的には起こる可能性は低く、長期的な世
代間の嗜好性の変化に伴い顕在化する可能性があ
る。
　より詳しくみると、動物由来の食料消費量の増
加は、家畜や魚製品の一人１日当たりの摂取量が
平均で約25％増加すると予想されている低位中所
得国で特に顕著である。これらの国々は、FAO
が健康的な食事のコストと手頃な価格を計算す
るために使用する「健康的な食事バスケット」

（HDB：the Healthy Diet Basket）で特定された
300kcal/日/人の値を超えると予想されているた
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め、この展開は栄養改善に向けた前向きな傾向で
ある。
　一方、低所得国は、国民の食事要件を満たす上
で引き続き大きな課題に直面すると予想される。
2034年までに、栄養豊富な動物性食品の一人当た
り摂取量はわずか143kcal/日に達すると予測され
ており、HDBで特定されている300kcal/日を大き
く下回っている。この畜産物や水産物の緩慢な消
費の増加は、特に健全な成長と発達に必要な必須
タンパク質と微量栄養素の不足による栄養失調を
原因とした、あらゆる形態の栄養失調を終わらせ
ることの難しさを浮き彫りにしている。
　低所得国では、紛争や異常気象などの外部要因
と、農業生産性の低さ、栄養価の高い食品の供給
不足、脂肪、糖、塩分を多く含む安価でエネルギー
密度の高い食品の過剰な摂取可能性など食料シス
テムの内部要因の両方が、栄養価の高い食品のコ
ストを上昇させ続け、健康的な食事をますます手
が届かないものにしていることを考慮することが
重要である。とくに、カロリーはあるが栄養価は
ほとんどないトウモロコシや砂糖などの主食への
依存度が高まっているため、重要なビタミンやミ
ネラルを摂取せずにカロリー摂取量が増加するこ
とによる栄養失調症がさらに多発している。
　高所得国で予測される消費傾向は、ゆっくりと
変化する嗜好と新たな健康上の懸念によって加速
されており、脂肪やカロリー甘味料の過剰摂取を
減らすことを目的とした政策によって促進されて
いる。その結果、一人当たりの脂肪や甘味料の消
費量は減少すると予想されるが、鶏肉、魚、果物、
野菜などの栄養豊富な食品の需要は増加する。牛
肉と比較して鶏肉や豚肉の消費量が増加している
のは、健康上の配慮と相対的な価格差の両方に起
因している。

３．飼料仕向け量の増加は、特に中所得国に起因
している

　今後10年間の牛、羊、豚、家禽の世界総飼養頭
羽数（牛換算単位で集計）は７％増加すると予測
され、食肉、乳製品、卵の生産量（タンパク質ベー
スで集計）は16.6％増加し、特に牛群の生産性の
向上を示している。これらの傾向は低位中所得国
ではさらに顕著であり、2034年までに家畜の飼養
頭羽数が10％増加し、生産量が43.6％増加すると
予想されている。こうした継続的な生産性向上は、
より集中的な給餌体制によって支えられており、
家畜の飼養頭羽数の増加とともに、世界の飼料消
費量（タンパク質換算ベース）の15％増加につな
がると予測されている。
　生産効率は、生産技術、家畜管理と給餌方法、
高品質の飼料へのアクセスの違いにより、世界的
に異なる。
　低位中所得国の畜産は、より商業化され、飼料

集約型の生産システムへの移行により、家畜単位
当たりの飼料消費量が年間1.7％増加すると予想
される。それにもかかわらず、この速度は生産効
率が向上した２％の伸びよりも遅い。低所得国で
は、飼料使用量のより速い増加が予測されており、
これは庭先畜産から商業畜産への継続的な構造変
化を示しており、それによって予測される家畜生
産性の伸びを上回っている。上位中所得国および
高所得国では、家畜単位あたりの飼料タンパク質
消費量の予測される伸びはわずかであり、生産性
の発展とより密接に一致している。家畜遺伝学、
飼料技術の進歩、家畜飼養頭羽数全体に占める家
禽の割合の増加により、これらの先進国では生産
効率が向上する。
　一方、精密な給餌技術、疾病管理の改善、家畜
飼料としての食品廃棄物の使用、最適化された育
種プログラムなどのイノベーションは、資源のよ
り効率的な利用と全体的な生産性の向上に貢献す
る可能性がある。これらの進歩は、環境への影響
を最小限に抑えながら、動物性タンパク質に対す
る世界的な需要の高まりを満たす上で重要な役割
を果たすであろう。

４．中所得国が一次農産物のバイオ燃料利用拡大
を主導

　バイオ燃料はバイオマス由来の液体輸送用燃料
であり、GHG排出量を削減し、エネルギー安全
保障を高めるために、主に化石燃料とのブレンド
で使用される。バイオ燃料の生産は、農産物に対
するさらなる需要を生み出す。トウモロコシと砂
糖製品はエタノールの原料の大部分を占めてお
り、バイオディーゼルの生産は主に植物油と使用
済み食用油に依存しているが、正確な位置づけは
バイオ燃料生産国によって異なる。
　バイオ燃料の世界的な需要は、輸送用燃料需要
の増加と国内支援政策に牽引され、年平均0.9％
で拡大すると予測されている。今後数年間で、バ
イオ燃料消費量の伸びの大半は中所得国、特にエ
タノールはブラジルとインド、バイオディーゼル
はインドネシアで発生すると予測されている。
　バイオ燃料の需要が増加し続ける中、非食品バ
イオマスを利用した生産方法は、主要な農産物の
仕向け先が変わる可能性がある。米国では、今後
10年間で植物油と廃棄物ベースのバイオ燃料の需
要が大幅に増加し、再生可能ディーゼルの供給が
増加する可能性がある。しかし、特にバイオディー
ゼル原料の輸入が廃棄物ベースであると誤って申
告されていることによる詐欺への懸念は、米国が
最終的にこれらの製品の輸入に制限を課す可能性
があることを示唆している。さらに、バイオ燃
料の使用量の増加は持続可能な航空燃料（SAF）
によってもたらされる可能性があるが、現時点で
はその割合は重要ではない。


